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はじめに
本論文は、出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』（１９９６年
５月、地域計画研究所）の第２部第６章「柏崎市コレクションロード」の論文、出井
信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究
所）の第２部１章「地域振興・地域活性化を推進する典型的な第３セクター」および第
２部２章「観光レクリェーション施設を管理運営する第３セクター」の論文を踏まえ、
その後の動向などについては、「本学２００５（平成１７）年度特別研究費」の研究助成を受け
て加筆した論文である。特別研究費の助成に関しては、前吉田邦夫学長はじめ、本学関
係者に感謝する次第である。
本論文は、『観光開発と公民連携・PPP（Public Private Partnership）』の視点より、次の
４つの事例について、事業化の経緯、事業の特徴、問題点、課題、今後の方向などにつ
いて検証したものである。
　新潟県能生町㈱能生町観光物産センター―地元事業者等の出資を得て地域活性化
を推進するため整備された観光関連・物産販売施設を管理運営する事例―
　新潟県巻町㈱福井開発―地域住民等の出資を得て地域活性化・地域振興政策を推
進のため整備された健康保養施設を管理運営する事例―
　新潟県岩室観光開発㈱―地域住民等の出資を得て地域活性化・地域振興政策を推
進のため整備された健康保養増進施設を管理運営する事例―
　新潟県柏崎市の３つの施設管理財団＝痴娯の家・黒船館・藍民芸館―観光
関連施設として総合的一体的に整備された３つの展示館を管理運営する例―
Ⅰ　新潟県能生町㈱能生町観光物産センター―地元事業者等の出資を得て地域
活性化を推進するため整備された観光物産販売施設を管理運営する事例―
１　地域概況
能生町は新潟県西南端にあり、１００㎞圏内に隣接県の富山市や長野市等の県庁所在都
市が、また１５０㎞圏内に新潟市、金沢市がある。
北は日本海に面し、他の三方は妙高山等の山々に囲まれ、海、山など美しい自然があ
り、多彩な四季の変化に富む一方で、自然の厳しさも併せ持つことが特徴である。
面積は１５０．４８で、町の産業は農林漁業が中心であるが、近年、就業構造は第一次産
業から第二次・第三次産業に重心が移る傾向にある。
観光客は海水浴のほか、温泉や登山、名所・旧跡等の見学などにおとずれる。
ちなみに、能生町は２００５年３月１９日、糸魚川市、青海町の３市町による「新設」市町
村合併し、糸魚川市になった。
２　事業化の経緯
能生町観光物産センターは、町の活性化を図るため、能生町が施設整備の計画立案か
ら施設整備、管理運営に至るまで、能生町がすべてを指導して施設整備されたものであ
るが、施設の管理運営は能生町が５０％を出資して設立した第３セクターにより行われて
いる。
施設は国道８号線沿いにあり、１９８８年９月に着工され、１９８９年６月２５日にオープンし
た。
施設は、海洋公園の中心施設として主要産業の漁業や廻船業でにぎわった歴史等を紹
介するとともに、カニ・鮮魚初めとする地域の味覚や物産品をふんだんに提供しながら
商工振興を図ることを目的に整備されたもので、県西部の広域観光ルートの拠点、また
地域に魅力と活力を生み出し事業波及効果はさまざまな領域にわたるものとして大きな
期待が寄せられている。町では、この施設を中心にさまざまな観点より町おこしが推進
されている。
施設内の管理運営は、「地元物産展」「おみやげ店」「海の展示室」は、能生町観光物産
センターが直営で行っているが、貸店舗は各々入居している各テナント店が独自に経営
している。ちなみに、当初設置されていた「海の展示室」は撤去され、現在、ゲームセ
ンターになっている。
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事業化の経緯は、次のとおりである。
１９８８年９月観光物産センタ 「ーマリンドーム能生」着工、１９８９年６月観光物産センター
「マリンドーム能生」完成、１９９０年「日本海夕日ステーション」に指定、１９９３年６月道
の駅「能生」に指定。
３　事業化の特徴
能生町観光物産センターは、「マリンドーム能生」と呼ばれる能生海洋公園の中心施設
で、県西部の広域観光ルートの拠点となっている。
施設の一部は海浜埋立地を利用しているが、埋立てに用いた土砂は高規格道路北陸自
動車道のトンネルを掘削した際に出た残土を活用したものである。海浜埋立地は国有地
のため、町が国から無償で譲渡された後に、センターに有償で賃貸借している。
能生町観光物産センター施設は、計画から建設、管理運営まで全てを町が主導して事
業化したもので、施設の管理運営は能生町が５０％を出資して設立した第３セクターによ
り行われている。また資金調達の「建設協力金」は、施設内に入居している各テナント
に協力を要請したもので、施設建設資金に充当している。この建設協力金は建設終了時
から据置期間１０年で、その後１０年間かけて返済されることになっている。
施設の管理運営は、㈱能生町観光物産センターが行なっているが、このうち「地元物
産」「お土産売店」「海の展示室」（当初の施設、現在はゲームセンターに変更されてい
る）は、能生町観光物産センターが直営で管理運営を行っている。その他の各テナント
施設は、各テナントが独自に管理運営および事業展開を行なっている。各テナントは、
能生町観光物産センターから賃貸借し、内装はテナント自身で行っている。
この事業会社の設立は、一般に、第３セクター方式と呼ばれる形態が採られたが、施
設が整備された地域の「漁業関係者やテナント入居関係者」から出資を得て設立された
という意味では、「行政」「民間企業」「地域漁業関係者」の共同出資を得て設立される
《ジョイントセクター》方式である、と呼ぶことができる。
事業化の特徴は、「管理運営主体㈱能生町観光物産センター」「施設整備事業主体は①
直営方式（地元物産、お土産売店、海の展示室）、②各テナントの経営店（直営方式以外
の各テナント店）」、また、資金調達方法については、自己資本調達財源としては①資
本金、②一般財源、③県補助金、償還しなければならない財源としては①資本金、②
一般財源、③県補助金」「用地取得方法は①町有地および②海浜埋立地（北陸自動車道の
トンネルを掘った際に出た残土を活用）」である（表１）。 
４　事業概要・施設概要
能生町観光物産センターの主な事業内容および施設概要は次のとおりである。
　事業内容
事業内容は、①建物賃貸及び管理、②町物産品および土産物の販売、③公共施設の管
理受託、④海に関する資料の展示、紹介である。
　施設概要
施設概要は、本館は鉄骨二階建てで、一階にレストラン、ファーストフード、地元物
産等の土産品販売店、地酒店、マリンショップ等が、二階に和風レストラン、海の展示
室があったが、海の展示室は入館利用者が少ないため、現在は用途変更されゲームセン
ターとなっている。
一方、別館は木造平屋建てで、三軒の鮮魚店の入っている鮮魚センターと九軒のカニ
販売店のあるカニ屋横丁がある。このカニ売店は、すべて能生町観光物産センターに隣
接している能生漁港に所属する組合員の直売店である。つまり、すべてのテナントは能
生町の町民が入所している。
能生町観光物産センターの施設概要は、①敷地面積５，７４６．１１㎡、②施設延床面積
２，８０１．４６㎡、③本館床面積２，０９９．８１㎡、④別館床面積７０１．６５㎡である。
ちなみに、建物賃貸借料は１，３２０円／㎡である。
５　施設整備費と資金調達の方法
全体の施設整備事業費は４９９，６００千円である。
事業費の資金調達は、基本的に自己財源の資本調達によるものと、償還すべき財
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表１　事業化の特徴
㈱能生町観光物産センター管理運営主体
地元物産、土産物売店、海の展示室直営店舗施設整備主体
直営店舗以外のテナント店各テナント経営店
①資本金、②一般財源、③県補助金自己資本調達資金調達方法
①建設協力金、②テナント敷金
③借入金
償還しなければ
ならない財源
町有地、海浜埋立地（北陸自動車道のトンネル残土を利用）用地取得方法
海浜（国有地）従前の土地所有者
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
（１９９８年３月、地域計画研究所）１２３頁より作成
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源によるものとの２つに大別される。（表２）
自己財源の資本調達は、①資本金４千万円、②一般財源１億２千万円、③県補助金
１億２千万円で、償還すべき財源は、①建設協力金８８，１２８千円、②テナント敷金９，７９２
千円、③借入金（NTT無利子融資分）８０，０００千円、④借入金（有利子融資分）３８，０００千
円、建設受託金３，６８０千円である。
このうち「建設受託金」は、能生町観光物産センターに入居した土産物店舗の内装等
をセンターが代行して行うもので、いわば、土産物店舗の施設整備に係る経費の立替・
負担金ともいえる性格のものである。
それに対し「建設協力金」は、施設内に入居している各店舗事業者に対し協力を要請
したもので施設建設資金に充当されているが、建設協力金は建設終了時から据置期間１０
年で、その後無利子で１０年間掛けて返済されることになっている。
６　法人の概要
資本金は４，３００万円で、発行済み株式総数は８６０株、株主総数は３７名である。株式総数
の４３０株、５０％は能生町が所有している。残りは、漁業協同組合３０株、農業協同組合４０株、
金融機関６０株、テナント２１０株、民間企業等が９０株となっている。
役員・職員数は１８名で、常勤の職員数は６名である。このうち１名は町職員の出向派
遣である。
表２　資金調達方法
４９９，６００千円総事業費
４０，０００千円①資本金自己財源の
　　資本調達
１２０，０００千円②一般財源
１２０，０００千円③県補助金
８８，１２８千円①建設協力金償還すべき財源
９，７９２千円②テナント敷金
８０，０００千円③借入金（NTT無利子融資）
３８，０００千円④借入金（有利子融資）
３，６８０千円建設受託金
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
（１９９８年３月、地域計画研究所）１２４頁より作成
７　経営・運営状況
開業以来、黒字経営を続けている。
ちなみに、１９９７年度は、純売上額は１億８千１百万円で、経常利益は２，０５８万円であっ
た。
８　利用者状況
観光利用者の推移は、１９９７年度の利用者の減少が著しいが、台風の影響で関東方面か
らの道路が寸断されたことによる。道路の復旧により、その後、観光利用者数も回復基
調にある。２００４年度は、集中豪雨や中越地震の影響などにより関東方面の観光利用者が
減少したため利用者は減少しているが、１９８９年度以降の観光利用者は、概ね、年間５０万
人程である。
９　地域への事業波及効果
能生町の観光の核として観光客の増加、またテナントによる地元物産品の販売による
地域の事業活性化などの効果が期待されている。
広い駐車場と広場、各種施設が一体として整備されたことによって、町、農協、町内
外の団体がそれぞれの時期にここの施設を会場にイベントを開催している。春には日本
海大漁浜汁祭、山菜祭り、夏のシーサイドカーニバルなどが開催され、県内外から多く
の観光客を集めている。
また、日本海夕日ステーションや道の駅として、他の施設と機能を補完し合いながら
連携することにより、地域全体に大きな魅力と活力を生み出すと同時に、町外に対して
大きなインパクトを与え地域振興を図ることができるという効果もある。
１０　自治体との関わり
能生町観光物産センターの代表者は能生町の町長が兼任している。そのほかに、町か
らの出向派遣職員が１名いる。
新潟県では新潟QUEST と呼ばれている、新潟県の秋を満喫し、ゲームとしてラリー
を楽しみながら新潟の良さに触れてもらおうという企画を毎年行っている。これらのイ
ベント企画に、道の駅の機能を連携することにより、自治体とのネットワークができ、
その地域をより理解してもらうといったメリットも期待できる。
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１１　企業との関わり
能生町観光物産センターに個人でテナントを出しているのは、能生漁港に所属してい
る組合員の直営店である。融資を受けたほかには、企業との関わりは直接的にはほとん
どない。ただし、能生町観光物産センターの施設整備時には、第四銀行から融資を受け
ている。
１２　問題点と課題
一般的に、第３セクターは経営上赤字になる傾向があるが、能生町観光物産センター
の経営採算性は極めて良好な状態にあることが大きな特徴であるが、同時に、次のよう
な問題や課題がある。要約すると、次の諸点である。
第一に、能生町観光物産センターは海沿いにあり、「道の駅」に指定されていることも
あり、特に７～８月の海水浴シーズンやお盆の帰省シーズンの利用者が、年間利用者の
半分を占めている。そのため、能生町観光物産センターとしては、年間を通して観光客
が安定的に来街してほしいと考えられているが、この誘客対策が大きな課題となってい
る。
第二に、能生町観光物産センターは、利用者数は年々増加傾向にあるが、安定的な利
用者数を確保していくためには、今後とも、観光利用者などの意見をとりいれた施設づ
くりが課題である。
第三に、現在の利用者の大半は、他県や町外からの観光利用者が主体となっているが、
能生町の町民の憩いの場、また町民が楽しめるような施設としても整備を進めていくこ
とが、今後の課題となっている。
１３　今後の展望
第一の問題・課題に対する解決対応策としては、定期的に行われている各種イベント
の PRや隣接している諸施設の活用を図り、〈名産品のかに〉を、効果的に宣伝する必要
があろう。この PR活動によって、これまで通過していたドライバー等が、能生町観光
物産センターに立ち寄る可能性が高まるといえよう。
また、長距離運転のドライバーのために仮眠室を整備するというのも一つの方法であ
る。これは、「道の駅」としての本来の機能、役割などを果たすものといえる。
現在、各地の「道の駅」には、「道の駅NEWS」と称するパンフレットが常備されて
いるが、能生町観光物産センターでは、これとは別に独自の PRパンフレットをつくり、
全国の「道の駅」に配布することも一案として考えられよう。これにより、知名度が高
まり遠方からの利用者の増加が図られると期待される。
第二の問題・課題に対する解決対応策としては、観光利用者にアンケートをとるなど
により、利用者ニーズを把握した上で、それに対応したサービスを提供するような対応
が必要である。利用者ニーズを踏まえた施設整備が、利用者の確保および増加対策とし
て有効である。
第三の問題・課題に対する解決対応策としては、町民利用を促進するような工夫が必
要である。一例として、海浜公園を利用してフリーマーケットを定期的に開催するなど、
町民がくつろげる場、また楽しんで集まれるような場づくりが必要である。
改善すべき点はいくつかあるが、能生町観光物産センターは、「道の駅」としてドライ
バーのオアシスとしての役目を果たしていると同時に、地域の商工振興や経済活性化に
大いに役立っており、設立当初の目的は達成していることは大きな特徴である。
今後は、商工会の協力などを得て、新しい土産品の開発などで能生町観光物産セン
ター独自のブランドの商品化を図ることで、土産品の販売量の増加に努めることも必要
であろう。能生町観光物産センターのように、地域の資源の有効活用とともに、地域に
密着して地道に成功するような、「コミュニティ・ビジネス」と呼ばれる事業が多数展開
されていくことにより、地域活性化が推進されることを期待するものである。
Ⅱ　新潟県巻町㈱福井開発―地域振興政策を推進するため整備された健康
保養施設を地域住民団体の出資を得て管理運営する例―
１　地域概要
新潟県巻町は、新潟市から南西へ約２０㎞、西蒲原郡の北西部に位置する。北は新潟
市・西蒲原郡西川町、東は同郡潟東村・中之口村、南は同郡吉田町・岩室村に接し、西
は日本海に面している。
かつて、巻町に西蒲原郡役所が置かれたが、現在も国・県の行政機関の出先機関や教
育施設などが数多く立地し、郡部の中心都市として発展をしている。また、巻町には史
跡、文化財が多い。変化に富んだ海岸線は佐渡弥彦米山公園の拠点として知られ、自然
と歴史に恵まれ育まれた町であるが、近年新潟市のベットタウンとして都市化の進展が
著しい。
ちなみに、２００５年１０月１０日、新潟市に「編入」合併された。
本稿は巻町の合併前に執筆した論文である。巻町の合併前の状況について論述する。
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２　事業化の経緯
会社設立の経緯は次のように要約される。１９８８年１０月：温泉探査開始。１９９０年２月：
温泉掘削工事着工。１９９１年１２月：「ホタルの里」造成工事着手。１９９２年４月：企画調整課
に福井開発推進準備室設置。６月：「じょんのび館」建設工事に着手。１０月：第３セク
タ ・ー株式会社福井開発設立。１９９３年３月：「じょんのび館」建設工事の竣工。１９９４年６
月：「老人保健施設『槙の里』」「かきの実保育園」「角田山自然観」「角田浜公衆トイレ」
合同竣工式。
３　事業化の特徴
巻町には年間１００万人の観光客が訪れているが、角田浜と角田山を除くと、観光地とし
て観光利用者が来町する施設はなく、観光利用者の来町は夏の海水浴の季節にほぼ限定
されている。このように巻町は典型的な通過型の観光地であることから、観光利用者の
来町によって地域産業や地域の商店街などの活性化の促進や地域産業の振興などがもた
らされるように、直接的間接的に、地域貢献するような状況にはなかった。そのため巻
町では、通年観光が可能となる観光施設を整備し、滞在型観光地の形成を図り、観光利
用者の滞在化を促進する必要性があった。と同時に、観光施設整備により、地域産業の
振興や育成を図るとともに、地域の商店街などの活性化を図ることが大きな課題となっ
ていた。
このような状況の中で巻町は、「ふるさと創生事業費１億円」を利活用し温泉掘削した。
温泉の利活用方法として、巻町は福寿温泉「じょんのび館」と呼ばれる温泉保養施設を
整備した。巻町が施設整備した「じょんのび館」の管理運営は、第３セクター方式によっ
て設立された㈱福井開発が管理運営を行っている。「じょんのび館」の施設整備と管理運
営は、当初の段階では町が整備した公共公益施設であるので、管理運営は町が直接管理
運営する、「町の直営方式が適切である」と考えられていた時期があったが、現代人は行
政の提供する基礎的なサービスよりも、よりよい充実したサービスの提供を受けたい要
求が強い傾向にあること、時代の変化や住民ニーズについても多様化する傾向が強いこ
となど、温泉保養施設の性格等を考慮すると、町の直営方式で公務員によるサービスの
提供は、勤務体制や勤務時間等、実際のサービス業務を種々の観点より検討すると町直
営方式は業務の性格上なじまないと結論づけられた。
その結果、柔軟なサービスの提供ができると同時に、行政と民間の長所を併せ持つ性
格を有する観点より、「第３セクター方式により民間的な高質、多様で柔軟なサービスを
提供する方が望ましい」と考えられ、第３セクター方式による事業会社が設立され、施
設の管理運営を行なうことになった。
この事業会社の設立は、一般に、第３セクター方式と呼ばれる形態が採られたのであ
るが、施設が整備された地域の地域住民により構成されている地域住民団体「福井自治
会」から出資を得て設立されたという意味で、「行政」「民間企業」「住民」の共同出資を
得て設立される《ジョイントセクター》方式であると呼ぶことができる。
事業化の特徴は、「施設整備主体は巻町」「管理運営主体は㈱福井開発」「用地取得方法
は巻町が買収」「従前の土地所有者は民有地」である（表３）。
４　事業概要と施設概要
　事業概要
主な事業内容は、①「じょんのび館」の管理、②「角田山自然観」の管理、③「多目
的広場」の管理である。
　施設概要
主な施設は、①福寿温泉じょんのび館（６５４人収容）、②角田山自然館、③屋外トイレ
（多目的広場）である。
５　施設整備費と資金調達の方法
　施設整備の期間
１９９１年～１９９４年
　施設整備費（１９９４年３月現在）
施設整備費は次のとおりである。
用地費（６３，３１６．７６㎡）は３４３，１８８千円、補償費は１２，９８０千円、造成工事費は９７，６９２千
円、供給工事費は１０５，１１３千円、じょんのび館は１，００８，４７３千円、じょんのび館増築分は
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表３　事業化の特徴
㈱福井開発管理運営主体
巻町施設整備主体
①一般財源、②県補助金、③地方債資金調達方法
巻町が買収用地取得方法
民有地従前の土地所有者
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
（１９９８年３月、地域計画研究所）１８３頁
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６３，９９４千円、じょんのび館（備品）は４０，６２８千円、露天風呂は７５，３３０千円、駐車場は４４，８０６
千円、角田山自然館は２４９，４６６千円、角田山自然館（備品）は３，０５９千円、多目的広場・
屋外トイレは７１，５８３千円、案内板は１３，６４９千円、付帯工事費は１２，７３５千円、事務費は
７，３２７千円、合計２，１５０，０２３千円である。
　施設整備費の財源内訳
財源内訳は、一般財源３３４，６２３千円、県補助金１５０，０００千円、地方債１，６６５，４００千円、合
計２，１５０，０２３千円である。
　資本金額と出資割合
㈱福井開発の資本金は、８７，８００千円で、株主総数は１６名である。各団体の出資割合は、
公共側は巻町４４，０００千円（５０．１１％）、民間側は巻料亭組合、越後中央農業協同組合、東
北電力㈱、福井自治会、その他を併せ、合計４３，８００千円（４９．８９％）である。株主のうち、
地元住民組織である「福井自治会」が出資していることが大きな特徴である。
６　会社概要
　会社概要
会社概要は次のとおりである。
①設立年月日：１９９２年１０月１日
②所在地：新潟県西蒲原郡大字福井４０６７番地
③代表者：代表取締役　岡崎隆（福井自治会長）
④資本金：８７，８００千円（うち巻町４４，０００千円）
　会社の事業内容
会社の主な事業内容は、①公衆浴場の経営、②食堂および喫茶店の経営、③遊技場の
経営、④観光用土産物店の経営、⑤旅館業、⑥スポーツ施設の経営、⑦公園施設等の維
持管理を公共団体から受託する事業、⑧上記各号に付帯する一切の事業である。
７　経営・運営概要
　利用料金・利用日（１９９７年４月以降）
〈福寿温泉じょんのび館〉の利用料金は、大人１０００円（入湯税込）、子供（小学生以
下）５００円（入湯税は非課税）で、夜間料金３月１日～１０月３１日８：００以降、大人５００円、
子供３５０円で、１１月１日～２月末日７：００以降、大人５００円、子供３５０円（１月１日は休館
日）。巻町の老人（６５歳以上）は町が年２回発行する『高齢者優待事業・優待券』は無料。
　利用者数
入館利用者は夏季期間が一番多い。新潟県内でも巻町は、積雪量は比較的少ない地域
であるが、巻町全域は除雪完備が行き届いているため冬期でも入管利用者数は大きく減
少しない点は大きな特徴である。
利用者の来館調査は行われていないが、全体利用者の３～４割は巻町の町民利用で、
残り５割程度は隣接の新潟市民と推定される。
　経営概況
開業初期の頃のピークは１９９５年度であり、利用者数は約２８万人である。売上高は、約
５億円で、経営収支は「黒字」であった。
近年、近隣市町村には類似した温泉保養施設が整備され施設が相次ぎ開業したこと、
景気低迷などの影響を受けたこと、当地域では直接的な被害はほとんどなかったが２００４
年の集中豪雨により交通網が影響を受けたこと、中越地震の影響など、間接的には、い
わゆる、風評被害と呼ばれる影響を蒙ったことなどにより利用者数は全般的に減少傾向
にある。
近年の年間の利用者数は、ピーク時であった１９９５年当時の約２８万人には及ばないが、
現在、年間約２０万人の利用者がある。このような利用者の減少を反映して２００３年度の売
上高は約３億４千万円と、利用者のピーク時から３割を超える減収になっている。
近年売上高は減少傾向にあるが、経営努力の結果、２００３年度の経営収支は約百万円の
黒字である。会社利益の大半は町に株主配当しているが、残りは会社側に内部留保して
いる。設備整備費は、原則として５０万円以上の資産を購入する場合には巻町が負担する
ことになっているが、５０万円以下の消耗品などは自社負担で行っている。
また夜間の「じょんのび館」の利用者は、基本的には町民とみなされるので、夜間割
引を行うなど、巻町町民に対し利益還元をする方法が採られている。
８　地域への事業波及効果
「じょんのび館」内の売店には、巻町の菓子組合がテナントとして入店し、巻町の名
菓を販売している。
食堂のテナント（２ヵ所）は、㈲巻料亭組合が行なっているが、この食堂の食材購入
は、巻町の商店を利用することにより、地域活性化に役立っていると同時に、町の知名
度アップにも大きく貢献している。
また従業員は全員巻町在住者とする事により、町民に雇用機会を提供している。
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９　自治体との関わり
巻町では、施設整備主体は町の公共事業として実施され、管理運営は町と民間企業・
団体が出資した第３セクター方式が採用されたが、その主旨は、この事業が成功するこ
とにより、町民に利益還元をすることにある。利益還元の方法の一つとして、町民に対
し優待券の発行や夜間割引を行うなど、町民利用の促進を図るように対応がなされ廉価
で快適な町民の健康保養慰安の場を提供している。
また、巻町議会に対しては、地方自治法に基づき年間の営業報告を行っている。また
月１回の役員会で営業成績を報告するなど、意見交換を行なっている。
１０　企業等との関わり
企業等との関わりは、施設の管理会社である㈱福井開発に、新潟交通、農協等の地元
企業や経済団体等が資本出資している点にある。
と同時に、地域の住民により構成されている住民団体である「福井自治会」からの出
資を得て設立された、「ジョイントセクター」である点が大きな特徴である。
１１　問題点と課題
第３セクター方式による事業会社により運営されているので、一般に公務員給与より
人件費は廉価である。また民間的な経営手法が採られているので、ピーク時や閑散期な
どに対応した柔軟な管理運営体制や勤務体制などが行なえる点は、人事管理上、経営管
理上、大きな特徴である。
一方、営業上の利益が生じた場合は、給与待遇面などで優遇措置を図るなど、勤労意
欲が向上するようなインセンティブが採られていることから、従業員の労働意欲やモチ
ベーションは比較的高いことが特徴である。
「じょんのび館」は海岸線道路シーサイドラインからトンネルを通り、すぐの至近距
離の場所に立地し、交通の利便性の良さから夏季には海水浴帰りに立ち寄る利用者も多
い。また、１９９５年には、近隣の周辺地域に、上原酒造株式会社の「エチゴビール」工場
が整備されたことに伴って一層知名度が高まるなど、相乗効果がもたらされた結果、利
用者は増加してきた。
このように、「じょんのび館」の施設内容、サービスは充実しており、利用者は多数い
る。また近隣地域の利用者だけでなく、長岡市周辺の利用者が増加傾向にあるなど、町
の知名度アップ、街の活性化に貢献してきた。
「じょんのび館」は、近隣町村の類似施設の中では一番規模が大きく、料金も低廉で
あるので、手頃なレジャー感覚が期待できると点が評価され、多数の町民に利用され、
予想以上に地元住民に受け入れられた結果である。開業当初に想定された利用者数を大
幅に超え、経営収支的にも好影響がもたらされ、黒字経営が維持されてきた。
しかしながら、近年は開業効果が薄れてきたこと、近隣地域に類似的な施設が整備さ
れたこと、加えて景気の低迷などにより利用者数は減少傾向にある。そのため、経営収
支上は黒字を維持しているが、利用者数は減少傾向にあり、経営上、厳しい局面が続い
ている。
他方、新規の施設整備や施設の更新整備における資金調達などは、公共施設整備方式
によるため、常に町議会の承認を得なければならない。予算執行の観点から、町および
議会の承認が必要であるため、資金調達や意思決定までに時間がかかるという問題があ
る。また近隣町村の類似施設には、「じょんのび館」が整備される以前から存在している
施設や「じょんのび館」が整備された以後に新設された施設などがある。これらの施設
では、それぞれ意欲的に経営が行われている。今後は、これら近隣市町村の類似的施設
との競合関係も激化することが予想されるため、利用者の増加対策が大きな課題となっ
ている。
したがって、今後とも、施設の更新整備を図るなど、集客力を高めるための方策が必
要である。そのため、多額の資金投資も必要となる場面も想定されるが、前述したよう
に、施設改善や営繕的な施設の改良整備に係る一定規模額の資金調達を行なうに際して
は、議会の承認を得ることが必要であるため、時間的なタイムラグが発生することから、
資金調達の方法の在り方は一層工夫する必要がある。
資金調達の際に議会の承認を得るまでに時間がかかるという問題は、例えば、「自治体
の一般会計予算の一時借入金」制度と同様な仕組みとして、「一定額の借入金の限度額ま
での借入は事前の承認制を導入する」など、「じょんのび館」が独自で行えるような方法
を採れることも、一つの対応措置である。資金調達問題は、「じょんのび館」の問題にと
どまらず、一般に、第３セクターの経営に共通した課題である。また、第３セクターと
して法人の自主性を十分に保持しつつ、出資者である自治体や民間企業等がどのように
関与していくか、またどのように支援していくかが大きな課題となっている。この点は、
第３セクターの運営全般に係る共通の課題である。
１２　今後の方向と展望
「じょんのび館」は、すばらしい自然環境に恵まれているので、利用者が日常生活を
離れて、自然に囲まれた施設でゆったりと過ごせることができることも「じょんのび館」
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の魅力の一つである。巻町では、この自然を生かした環境施設整備を目指し、職員によ
るプロジェクトチームを結成するなど、今後の環境整備事業を種々の角度より検討され
ている。
巻町の方針としては、将来的には、「じょんのび館」を中核施設に宿泊施設を増設する
と同時に、多目的広場にはリスなどの小動物に餌づけできる「小動物公園」を整備する
構想などがある。これらの事業化が実現すれば、「じょんのび館」の魅力はさらに増し、
子供からお年寄りまで幅広い客層に対応できることにつながり、一層の集客効果がもた
らされ、利用者も増加する、と期待されている。
今後も、自然を生かした観光施設整備を目指して、巻町側の柔軟な対応により、「じょ
んのび館」の事業展開を図っていくことが町の発展にとって大きな鍵となっているが、
第３セクター、町、地元民間企業、地域住民が一体となって事業展開を図っていくこと
により、全国に範を示される成功事例となることを期待するものである。
Ⅲ　新潟県岩室村岩室観光開発㈱―地域活性化政策を推進するため整備さ
れた健康保養施設を地域住民等の出資を得て管理運営する例―
１　地域概要
西蒲原郡岩室町は、荘園時代、村の大部分は弥彦の荘に属し、弥彦神社の社領であっ
たといわれるが、江戸時代中期以降は、和納村の大部分は三根山藩、間瀬村は桑名藩、
旧岩室村は直轄領および長岡、与板藩などに分属していた。明治時代に、石瀬、岩室、
船越、和納、鴻の巣、間瀬の６村ができた。その後１９５５年、岩室村、間瀬村が合併、１９６０
年に和納村がさらに合併し現在の岩室村が誕生した。
岩室村は、西蒲原郡の中央西方に位置し、西は間瀬海岸、北は巻町、東は吉田町、南
は弥彦村に接し、村の広さは東西１０．３㎞、東北４．９㎞で、総面積は３６．０６、人口は約１
万人の山と海を両方備えた自然環境の豊かな村である。
岩室村は、江戸時代より賑わいを集める越後を代表する湯の里である。正徳３年元旦
に村の庄屋高島庄右衛門は３日３晩、「村はずれの老松の下の岩石の間に霊泉があり、こ
れを浴すれば諸病和らぐ」と告げる白髪の老人の夢を見た。庄屋は霊夢に見た村外れの
一帯を探すと、一羽の傷ついた雁が泉流に浴して傷を癒したことから「霊雁の湯」と名
づけたと伝えられる。以来、岩室甚句と湯の街と知られ、北陸街道の宿場町として、ま
た越後一の宮“弥彦神社”の参拝客の遊里として栄え、４００年の歴史を持つ。
現在は、温泉ホテル街へ変貌している。
ちなみに、岩室村は、２００５年３月２１日、近隣の１０市町村と共に、新潟市に「編入」市
町村合併され、新潟市となった。
本稿は、岩室村が新潟市に編入合併された直後に執筆した論文である。
岩室村合併前の状況について論述している。
２　会社設立の目的と背景
１９７０年春、県営弥彦山スカイラインの開通に伴い、通過点の岩室村はドライブインな
どを整備する必要が生じた。そこで岩室村役場が主体に、一般村民より株主を募り、
１９６４年１１月、岩室観光開発㈱を設立した。
会社の事業目的は、①ドライブインの経営、②温泉会館の経営、③遊園地の造成およ
び経営、④新潟県企業局より有料道路料金徴収業務管理の請負、⑤前名号に付帯する一
切の業務である。不況等の影響を受け、現在業務は温泉開館経営に絞られている。
老人憩いの家「静閑荘」は、当初、６０歳以上の老人がゆったりと寛いで入浴・休憩を
楽しむ施設として１９７０年に整備された。その後、事業拡大の一環として、温泉利用者向
けに食堂経営を始めた。この食堂経営により売上は伸びたが、食べ物の持ち込み禁止に
より利用者の老人は以前より利用しにくくなったという側面がある。
また、岩室村の温泉旅館・ホテルでは、過去に入浴客の荷物が盗まれる問題が生じた
ことがあり、入浴のみの利用者は利用できなくなったため、入浴客の着衣や荷物を安心
して預けられるロッカー完備の入浴施設が必要とされた。
その後、「静閑荘」の入浴施設が老朽化したため、１９９５年４月「静閑荘」の隣接地に
「健康増進センター遊雁の湯“よりなれ”（入浴施設）」が整備され、１９９７年９月食堂
「やすらぎ」が整備された。その結果、利用者数は大幅に増加し、全体事業の収支に利
益が生まれるようになった。
３　事業化の特徴
岩室観光開発㈱は、浴場業と飲食店業を兼ね備えた事業収益型の施設を管理運営する
第３セクター会社である。岩室村は、昔からの宿場町であったことや近くに源泉が出た
こと、また前述したような諸問題があったことなどから、施設整備は岩室村が行い、施
設の管理運営を第３セクターによる岩室観光開発㈱が行なう方式が採用された。
《よりなれの運営管理》を行う「岩村観光開発株式会社」は、一般に、第３セクター
方式と呼ばれる形態をとっているが、村民など地域住民の出資を得て設立されたという
意味では、「行政」「民間企業等」「地域住民」の三者の共同出資による《ジョイントセク
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ター》方式であると呼ぶことができる。「静閑荘」、健康増進センター「よりなれ」、食堂
「やすらぎ」は、施設整備は岩室村が行い、これらの施設の管理運営は岩室観光開発㈱
が行う「公設民営型ジョイントセクター方式」を採っている（表４）。
４　事業特徴・施設概要
　事業内容
主な事業内容は、①老人憩いの家「静閑荘」の管理運営、②岩室村健康増進センター
遊雁の湯「よりなれ」の運営管理、③「静閑荘」の食堂「やすらぎ」の営業である。
　施設概要
施設概要は、①土地面積は７，５００㎡（山林、施設、道路を含む）、②建物面積は「静閑
荘」延床面積３１７．６７㎡、車庫８８．２４㎡、計７３６㎡、「よりなれ」１階３１７．６７㎡、２階８８．２４
㎡、計延床面積４０５．９１㎡、③駐車場４５台である。
５　施設整備費と資金調達の方法
施設整備費と資金調達方法は次のとおりである。
　資本金と株主数
①設立時の資本金２，０００万円で、株主は７００名。
②現在の資本金は１，６００万円で、株主は１４８名（岩室村と民間は各２分の１の出資割合）
　施設整備費の財源の内訳
遊雁の湯「よりなれ」の事業費は、①地質調査費１，４９３千円、②設計管理費７，７５５千円、
③建設工事費１８２，１０４千円、④備品購入費３，０２４千円、計１９４，３７６千円である。
財源は、①一般財源５１，９７６千円、②地方債１４２，４００千円で、合計１９４，３７６千円である。
また、岩室村からは、①年間業務委託費として３，０００千円、②光熱費相当分が４，８００千
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
（１９９８年３月、地域計画研究所）１７４頁
表４　事業化の特徴
岩室観光開発㈱管理運営主体
岩室村施設整備主体
①地方債、②一般財源資金調達方法
巻町が買収用地取得方法
民有地従前の土地所有者
円で、合計約８，０００千円が支出されている。
６　会社概要
会社概要は次のとおりである。
①設立年月日：１９６９年１１月１日
②所在地：新潟県西蒲原郡岩室村石瀬字一本杉３３３１
③代表取締役：鷲沢赳弥（旧岩室村村長）
　取締役支配人１名、監査役２名、社員１１名。
④敷地面積は６，１０９㎡、建築面積は静閑荘６９９．１９５㎡、よりなれ４２１．２㎡。
⑤車両保有台数：バス１台
７　経営概況・運営概況
経営概況・運営概況は次のとおりである。
①岩室村老人憩いの家「静閑荘」の利用料金は大人５００円、子供３００円、村内６５歳以上
３００円、②岩室村健康増進センター「よりなれ」の利用料金は大人５００円、子供３００円、村
内６５歳以上３００円である。
年々売上額は伸びていたが、近年、近隣の市町村に類似施設が整備されたため、近年
の利用者数は減少傾向にある。
８　地域への波及効果
地域への波及効果は特段際立って大きいものとはいえないが、食堂の食材の購入の際
には地元商店が利用（酒、肉、野菜、魚など）されるなど、地域活性化の面で役立って
いる。
９　自治体との関わり
岩室村が、施設整備費の全てを負担している。これにより、「静閑荘」の調理場の機械
故障以外は、全て岩室村が整備することになっている。そのため、施設整備の整備など
は村の予算に大きく左右される。近年は、小学校の改築・存立図書館の建設予定などが
あるため影響を受けることが予想される。
１０　企業との関わり
企業とのかかわりは、特にない。 
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１１　問題点と課題
岩室温泉会館やホテルでは盗難事件が発生して以来、一般の入浴のみの利用者は断っ
ている。そのため、一般の温泉利用者が自由に入浴できる唯一の施設が「静閑荘」であっ
たので利用者が増加したこと、加えて、「よりなれ」を新設したことにより、浴室が充実
し、一層利用しやすくなった。
その結果、食堂を利用する人も増加し、入浴と食堂を併用する人は約３０％に達し、売
上の増加・利用者の増加へとつながった。
現在、駐車場は数ヶ所に点在し、駐車面積は狭い。加えて施設と駐車場が離れている
ため、利用者は施設に近い駐車場に集中するので、収容しきれなくなった車は路上駐車
する傾向にある。また施設の誘導道路は傾斜地にあり、狭いので大変危険である。
また、施設の改築の費用などは、全て村の負担で行われることになっているが、岩室
村では小学校の整備計画があるほか、県内でも施設水準の高い図書館を整備する計画が
ある。そのため、岩室観光開発㈱の施設整備に充当される予算措置は非常に少なく、今
後は、これ以上の改築費などの増額は期待できないと予想される。
一方、労働時間が不規則で勤務時間が長く、一般的な基準労働時間を維持する勤務体
制が困難であることなど、従業員の勤務条件などに対する不満が強く、慢性的な人手不
足である。近年、近隣市町村で類似施設を整備する傾向があり、施設間の競争が激化し
ているが、その対応が大きな課題となっている。
１２　今後の方向と展望
岩室温泉の源泉の温度は約２０度である。そのため一度、温泉集中加熱所で加熱してか
ら配管のパイプを通して各旅館・ホテルへ有料で配湯されている。
岩室観光開発㈱は、温泉源の所有者である岩室村へ月額１６万円支払っている。
今後、利用者の増加や売上増加を目指し、利用者の利便性を高めるためには駐車場の
整備対策が必要である。具体的には、駐車場の利用者を容易にするため、「静閑荘」の改
築時に合わせて、「よりなれ」との地盤の段差をなくして駐車場を整備するなどの対策が
必要である。
一方、施設の改築の費用は、前述のとおり、全て村の費用負担で行われることになっ
ているので、資金調達はさまざまな方法を検討する必要がある。これは、第３セクター
全般の問題に共通する点であるが、一定の範囲内での独自の資金調達が行なえるように
工夫するなど、長期的な観点より解決方法を検討する必要がある。
また利用者の増加による収入増加を図るには、利用者が魅力を感じるような施設整備
をする必要性がある。利用者の増加を図るアイデアの一つの方法として、割引回数券発
行や地域住民への優待券発行なども友好であろう。
また施設の認知度を高めるためには、PR活動が必要である。テレビ放送などによる
PRや旅館やホテル等へのパンフレット配布なども有効である。
一方、労働時間の不規則問題などを改善するには、パートやアルバイトの採用などに
より労働時間の短縮や交代性の勤務が可能となるような工夫が必要である。これらの対
策によって、人手不足の問題点が解消されると考えられる。
現在、隣接の巻町や分水町にも同様の類似施設が整備されているが、これらの類似施
設と比べると、「静閑荘」「よりなれ」は一番小規模である。
今後は、多様化・高度化している利用者のニーズに合わせたサービスが要求される。
そのサービス方法の一例として、入浴施設のほかにリラックスできるような施設（仮眠
室、トレーニング室など）の整備の充実を図ること、「静閑荘」の食堂の食材には四季折々
の材料を使用したサービス・メニューなどの開発を図っていく必要がある。
小規模の施設を管理運営する第３セクターが生き残るためには、経営の理念や支援体
制を見直す中で、公共側と民間側が相互の理解と協力を深め、地域住民に親しまれる第
３セクターづくり、施設経営が成功する大きなポイントであることを再認識し、種々の
観点より対策を講ずることが重要である。
Ⅳ　新潟県柏崎市の３つの施設管理財団＝痴娯の家・黒船館・藍民
芸館―観光関連施設として総合的一体的に整備された３つの展示館をコ
レクション蒐集者が中心に管理運営する例―
１　地域概況
新潟県の中越地方の中核都市長岡市に次ぐ人口規模の大きな都市柏崎市は、歴史は古
く、遠く縄文時代に遡ることができ古い文献にも名前が記載されている。すでに、室町
足利時代の頃より、北陸地方の一都市として知られている。江戸時代には、北国街道の
宿場町、海上交通の要衝地、また縮面織物の行商人の町として栄えてきた。
明治時代には、宮川油田等周辺地域で多量の油田が噴出し、製油会社の立地、北越鉄
道の開設等に伴い活況を停止、従来の縮面行商人の町から近代産業都市へと脱皮、転換
を果たし、一層の繁栄をみた。
１９７５年以降の柏崎市は、東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所の建設立地や北陸自動車道
が全面開通するなどに伴い、大きく変容を遂げた。
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１９８５年以降は、田尻工業団地の造成と企業立地の促進、また学園ゾーンとして整備さ
れた地域内には１９８８年から１９９４年にかけて、新潟産業大学と新潟工科大学の二つの大学
が相次いで開学した。
一方、永年の懸案であった中心市街地の再開発事業・東本町の再開事業の完成により、
一段と都市整備が推進され中心市街地は大きく変貌を遂げた。
柏崎市は、「海とコレクションのまち」として知られており、柏崎市内には海水浴場が
１２箇所ある。新潟県内で最大規模を誇るマリンスポーツのメッカとして、遠く群馬県な
ど関東地域から海水浴利用者の来街がみられる。
１９９０年７月県営柏崎マリーナ、１９９３年７月県立アクアパーク、１９９９年海の駅「海洋セ
ンター・シーユース雷音」（宿泊施設）が整備されている。
柏崎市は、「コレクションのまち」として、これまで６つのコレクション蒐集展示館が
整備され、国道８号線沿いに集中立地している。
１９９５年４月、この６つのコレクション蒐集展示館に加えて、柏崎市市制５０周年記念事
業の一環として、「風の丘、コレクションビレッジ」と呼ばれる３つのコレクション蒐集
展示館、「痴娯の家」「黒船館」「同一庵藍民芸館」の３館が新設整備された。これらのコ
レクション蒐集展示館は国道８号線沿いの「赤坂山から青海川」に集積、立地している。
地元では、この沿道を「コレクションロード」と呼んでいる。
ちなみに、柏崎市は２００５年５月１日、高柳町、西山町を「編入」合併している。
２　〈コレクションビレッジ〉の事業化の経緯
柏崎市の国道８号線の沿線の景勝地・赤坂山から鯨波海岸・青海川に至るまでの間に、
〈１号館～９号館〉の各コレクション展示館が集中的に立地している。その多くは青海
川台地のホテルシーポートおよび〈風の丘・コレクションビレッジ〉地域に集中立地し
ている（表５）。
「風の丘、コレクションビレッジ」と呼ばれる３つのコレクション蒐集館の施設整備は、
柏崎市が市制５０周年記念事業の一環として、１９８８年１２月にコレクションビレッジ建設研
究委員会を設置し、青海川台地に、これまでにまだ公開されていないコレクションの展
示館を施設整備するための検討を開始したことに端を発する。
この施設は柏崎の歴史と文化風土に培われたコレクションを観光資源の一つに活用す
るとともに、貴重な文化財産を散逸することなく次代に継承していくとの主旨から計画
案がとりまとめられた。１９９２年２月、コレクションの各蒐集者・収蔵者に対し、柏崎市
から協力要請が行なわれ、それぞれの関係者から事業協力の了承がえられた。
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表５　各コレクション展示館の概要
概　　　要管理運営主体施設名（所在地）
茅葺き屋根の古い民家を利活用して、曽田
市蔵氏が蒐集した大黒様の像や掛け軸を中
心に２６０点余を展示している。また、うどん
を中心にした飲食店も人気を集めている。
柏崎市観光
レクリェーショ
ン振興公社
米山　大黒亭
（青海川）
壱番館
ビンテージおもちゃのコレクション。１９６０
～７０年代の子供たちがみんな夢中になっ
た、マニア垂涎のノスタルジックなヒー
ローたちのコレクションアイテムが一同に
集結します。（旧とんちン館は、世界的な
ユーモアリスト石黒敬七氏が興味と根気と
歳月をかけて集めた珍品の数々を展示して
いた蒐集館で、この館をリニューアルした）
柏崎市観光
レクリェーショ
ン振興公社
空想ひみつ基地こど
もの時代館（旧とん
ちン館）（青海川）
弐番館
美しい日本庭園で知られる松雲山荘内にあ
り、柏崎の寒香庵木村重義翁が生涯をかけ
て集めた古書画・陶磁・茶器類など、約
６００点を季節ごとに展示している茶道専門
美術館である。
木村茶道美術
館
木村茶道美術館
（常盤台　松雲山荘
内）
参番館
海の男達の冒険を支えてきたアンティーク
船具が多数展示している。展示数では、日
本最大を誇る船具展示博物館。
日本海フィッ
シャーマンズ
ケープ
シーポートミュージ
アム（青海川）
四番館
アーニー夫妻が約３５年の歳月をかけて、ひ
とつひとつ手作りで仕上げた５万点に及ぶ
木彫りのミニチュア大サーカス団のコレク
ションを展示している。
日本海フィッ
シャーマンズ
ケープ
アーニーズ・
サーカス人形館
（青海川）
五番館
ミュージシャンをテーマにした人形を、世
界中から蒐集したミュージシャンドール約
２千点のコレクションを展示している。
日本海フィッ
シャーマンズ
ケープ
ミュージシャン
（青海川）
六番館
岩下庄司氏が幼い頃から７４歳までの生涯を
かけて蒐集した全国各地の郷土玩具や民芸
品など、質量共に、日本一のコレクション
でも約５万点を展示している。
痴娯の家痴娯の家（青海川）七番館
文明開化関係の蒐集品、幕末維新の美術工
芸品、ぎゃまん陶器などを展示している。
また、川上澄生ギャラリーとして、版画、
油絵も併せて展示している。
黒船館黒船館（青海川）八番館
松田政秀氏が５０年かけて蒐集した、そば猪
口、木綿、べろ藍の蒐集品や、幕末から明
治頃の風俗を伝える貴重なコレクションを
展示している。
同一庵藍民芸
館
同一庵藍民芸館
（青海川）
九番館
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』
（１９９６年５月、地域計画研究所）２０９頁より作成
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風の丘〈コレクションビレッジ〉の設立の経緯は、大要、次のとおりである。
１９８８年１２月コレクションビレッジ建設研究委員会発足、当事業の検討を開始、１９８９年
１０月市議会総務文教常任委員会で計画概要を説明し了承を得る。１９９２年２月蒐集者・収
蔵者に事業参加を正式に依頼し了承を得る。１９９３年７月建築設計を委託、土地造成工事
開始。１１月収蔵品鑑定終了。１９９４年６月建築本体、機械設備、電気、展示館の工事開始。
１９９５年２月「痴娯の家」「黒船館」「同一庵藍民芸館」の３財団の設立許可。３月展示館
の設置及び管理条例等を議決。３つの展示館の竣工。４月財団法人同一庵藍民芸館の運
営開始。
コレクションの展示施設を整備する目的は、昭和初期の様変わりする庶民の日用雑
器・民芸品などをより多くの人々に紹介すること、多くの民芸品を利用・活用・保存
するためである。
３　施設整備の手法と事業化の特徴
施設整備方法は、土地取得および３館の施設整備は、すべて柏崎市が公共事業の一環
として整備を行なう一方、この３館の管理運営は、各々のコレクションの蒐集者・収蔵
者などの関係者が管理運営を行うため、各館の展示品提供者を中心に、それぞれ別々に
３つの財団法人が設立された。この３つの財団法人は、各々独立した財団法人として独
自の管理運営を行うと同時に、３つの財団法人は相互に密接な連携による独自の管理運
営活動を行っていることが大きな特徴である（表６および図１）。
なお、これらの財団法人の設立に当たっては、基本財産は現金・預金のほかに、
展示蒐集品が、基本財産額が加えられている。
一般に、営利法人である民間企業を設立する場合には、資本金の出資形態としては
現金・預金、有価証券が充てられることになっている。ただし、例外的に、「土地や建
物などの不動産」が、「現物出資として資本金額」に加えることが認められる場合がある。
これは、「裁判所による不動産の鑑定評価を受けて現物出資として認められるもの」で、
「変態現物出資」といわれる。一般的に、営利法人を設立する場合に、このような方法
が採られることは稀で、極めて特殊なケースである。
同様に、一般に、財団法人を設立する場合の基本財産額は、現金・預金、有価証
券が充てられる。極めて稀な例で、現金・預金、有価証券のほかに、土地や建物
などの不動産や美術工芸書画・骨董蒐集品などの文化的財産などが、基本財産額に加
算されることが認められる場合がある。ただし、「土地や建物などの不動産」が資本金額
として認められる場合は特殊なケースで、「不動産鑑定評価」を受けて、「裁判所が鑑定
評価により変態現物出資として認めたもの」に限定されている。
この３つの財団法人の設立には、「裁判所による不動産の鑑定評価を受け変態現物出
資と認められるケース」と同様に、「美術工絵儀書画や骨董収集品が鑑定評価」され、
「変態現物出資として基本財産額に加えられる」という特殊なケースである。
４　施設概要と施設整備費
　施設概要
施設概要は次のとおりである。
①所在地：新潟県柏崎市青海川１８１番地、②敷地面積：９，７６４．５７㎡（「痴娯の家」「黒船
館」「同一庵藍民芸館」の３館を合わせた全敷地）、③建物面積：５３３．５５㎡、④構造：鉄
筋コンクリート造・平屋建て（一部木造）、⑤事業年度：１９９２年度測量、用地取得、１９９３
年度造成工事、建築設計、ボーリング工事、１９９４年度建築工事、展示工事、⑥駐車場１５０
～２００台分、また展望台は３館が共同で管理運営している。
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表６　事業化の特徴
柏崎市土地所有者
柏崎市施設整備主体
３つのコレクションの展示館は、各館それぞれの展示品の提供者
を主体に、「痴娯の家」「黒船館」「同一庵藍民芸館」の３つの財団
法人を個別に設立し、それぞれの財団が個別に運営管理している。
管理運営主体
出所：出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№２』
（１９９８年３月、地域計画研究所）２３６頁より作成
図１　３つの施設の施設概要
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　施設整備費
総事業費は、「痴娯の家」「黒船館」「同一庵藍民芸館」の３館の施設整備費等を併せた
合計額が、約１１億５，０００万円である。
５　痴娯の家の概要
　財団の法人設立の経緯・目的
財団法人設立の経緯・目的は、岩下庄司氏が生涯を通じて収集した貴重な郷土玩具等
の所蔵品など、民俗品の保存及び一般公開を図るとともに、明示、大正、昭和期の民俗
資料に関する調査・研究を行ない、併せて知識の普及を図ることをもって学術文化の振
興、発展の寄与を目的に、柏崎市が土地・建物を寄付、管理運営を財団法人痴娯の家が
行なう。
　財団法人の概要
法人の基本財産は１億１，１００万円である。内訳は、①預金６００万円、②現金３，０００万円、
③展示物７，５００万円、役員は理事長岩下修三で、理事４名、監事２名、職員は館長岩
下美知子、正職員３名である。
　財団法人の目的
財団法人は、藍染めの木綿・陶磁器・民芸品等の収集・保存および公開展示をすると
ともに、これらの研究・調査を行い、民芸知識の普及を図り文化の向上発展に寄与する
ために設立された。
　事業内容
事業内容は、①玩具・民芸品等の保管・展示・収集、②玩具・民芸品等の資料に関す
る研究調査、③玩具・民芸品等に関する伝承会・公演会・研究会等の開催、④玩具・民
芸品等に関する案内所・目録・図録等の各種資料の刊行などである。
　経営・運営概況
財団法人は１９９５年２月に設立され、「痴娯の家」の展示公開は同年４月である。設立・
開業以来、多くの観光来場者が訪問してきたが、近年は、開業効果も薄れ、利用者数は
減少傾向にある。
　地域事業への波及効果
コレクションロード全体を通じて、各々の展示館に訪れる観光利用者は他の展示館を
見学周遊し、またショッピングや食事あるいは休憩を楽しむなど、一定の地域エリアに
施設が集積立地している相乗効果は極めて大きく、施設の集中集積のメリットは集客効
果に好影響を及ぼしている。
管理運営している財団法人側では、これらの施設を長期間滞在する滞在型観光施設と
して長期的な視野で捉えているが、柏崎市民の一般的な見方としては、国道８号線を利
用する観光客等が通過点的に利用しているに過ぎないとする見方が大勢である。
　問題点と課題
問題点としては、維持・運営などの諸経費は財団法人側が負担することになっている
が、諸経費に見合う収入の確保が容易ではない点があげられる。
今後の課題としては、①年間を通して安定した収益を得ること、②宣伝やPRの拡充が
望まれているが、利用者数の増加をどのように図っていくのかなど、その対策が大きな
課題である。
　自治体との関わり
施設整備に関しては、柏崎市の公共公益施設整備の一環として行なわれるなど、施設
整備は柏崎市が主導して行なわれたが、展示館が開館した現在、維持・管理運営等に関
わる諸経費の負担は、全て財団法人側が行なうなど、基本的な管理運営は財団法人の独
自性に委ねられている。
　今後の展開
「痴娯の家」の管理運営は、３つのコレクション展示館がそれぞれ個々に管理運営を
行なうと同時に、各館共通の割引入館券を発行するなど、相互に連携するユニークな手
法をとり入れながら、コレクションロード全体の大きな流れの中でこれらの施設が位置
づけられるというように工夫されている。その意味では柏崎市の新しい観光名所の名に
ふさわしいものといえる。
このような観光拠点の整備事業を成功させるためには、各展示館の相互協力を堅持す
ることはもとより、地元住民の協力もまた不可欠である。整備された当初よりは、コレ
クションビレッジ３館に対する地元住民の理解は深まったといえるが、財団法人側の設
立目的と地域住民側の施設に対する認識の度合には大きな相違があるといえる。
柏崎市では、今後とも展示館を増やす意向のようであるが、その際には施設整備と同
時に、各施設間の独自の管理運営方法を採ると同時に、施設間で密接な相互協力関係を
堅持することにより有機的な連携を図り集客効果を高めるためにさまざまな工夫をする
必要があることを認識する必要がある。
６　財団法人黒船館の概要
　財団法人設立の経緯
財団法人設立の経緯・目的は、「黒船館のコレクション」は柏崎市の呉服屋「花田屋」吉
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田正太郎氏が蒐集した蒐集品で、これまでは２ヶ月に一回程度展示物を１０年間にわたり
公開してきたが、この蒐集品を恒常的に展示するために設立されたものである。
このような経緯を踏まえ、柏崎市が施設整備し、これらの蒐集物を関係者が管理運営
する形態として、「財団法人黒船館」が設立されたのである。
柏崎市が施設整備をした背景には、市制５０周年を記念する事業構想があった。結果的
には、５０周年記念日の開業として間に合わなかったが、このような経緯により展示館の
整備が実現したのである。
　施設概要
主たる事業は展示品の管理運営である。施設整備主体は柏崎市であるが、備品や展示
品は呉服屋「花田屋」の私物コレクションである。
土地面積は、「痴娯の家」「黒船館」「同一庵藍民芸館」の３館を併せ合計９，７６４．５７㎡
で、建物面積は３館合計５３３．５５㎡である。
　財団法人の概要
財団法人の基本財産は１億８，２００万円である。内訳は、①展示物１億６，２００万円、②
預金２，０００万円、③運用財産１，０００万円。職員は館長大竹信夫、従業員２名、学芸員１
名、計４名である。
　財団法人の目的・事業内容
財団法人の目的および事業内容は、美術工芸品などの保管・展示・収集事業、文
化の研究・普及に対する事業、その他目的を達成するために必要な事業である。
　経営・運営概況
開業以来、多くの観光来場者が訪問しているが、近年は開業効果も薄れ、利用者数は
減少傾向にある。
　地域への波及効果
「風の丘コレクションビレッジ」の３館の設立により、この３館の見学を目的に来た
観光利用者などが、この隣接地域にある他のコレクション展示館施設にも入場するよう
になるなど、施設相互間の相乗効果がみられる。
　自治体との関わり
施設整備の当初の段階で施設整備は柏崎市が行った外は、特に、運営管理に関しての
関わりはない。
　企業との関わり
地元老舗の呉服屋「花田屋」の私物コレクションを、財団法人黒船館に譲渡した。
　問題点と課題
隣接施設と統一的一体的な施設として整備されたが、それぞれ管理運営法人が異なり
別々に料金を払う煩雑さがあるため、パスポートのようにまとめて統一した入館料を払
う仕組みが要望されていた。この点に関しては、３館共に共通入場できる「３館セット
券」（１３００円）が発行されたが、３館全部見学すると、「相当な出費となる」「施設内容に
比べ料金は割高である」等の問題点が指摘されている。
入館料の適正価格はいくらが妥当であるかについて、一義的に議論できない問題では
あるが、利用者側からみて、「施設内容的に料金は割高である」と考えられていることな
ども影響し、近年、利用者数は減少しているとの見方がある点については、関係者は率
直に認識する必要があろう。
７　財団法人同一庵藍民芸館の概要
　財団法人設立の経緯
財団法人設立の経緯・目的は、松田政秀氏は昭和初年の青年期に庶民生活を支えてき
た日用諸雑器が産業経済発展の波に飲まれ急激に変遷する有様をみて、古いが丈夫で変
わらない日用諸雑器の中に潜む美しさに見せられたことを契機に、蒐集を始めたがこの
蒐集品を展示するために設立された。
衣服が従来の木綿製品から化学繊維製品へと急激に転換していく過程の中で、古い木
綿製品に美しさを見出してそれを集めて、その筒描の美しさに感嘆した。また、色絵の
茶碗が出れば昔の藍の粗末な飯碗に愛着を感じた。また紙まき煙草が出回ると、キセル
と煙草盆に興味を示した。また映画全盛期には昔の幻灯器の絵を面白がったといわれる
が、「天邪鬼的なコレクター」であったといえよう。
「貴族や符合の使ったものは残るが、庶民の雑器は残さないと消える、くだらなくて
も美しい雑器は残すべきである」というのが、柏崎市文化財審議会委員長としての松田
政秀の持論であった。
この持論が、柏崎市制５０周年記念事業委員会で採りあげられ、「コレクションビレッ
ジ」の３つの施設整備構想が策定される経緯となり、この構想が実現され、財団法人同
一庵藍民芸館が生まれた。
　法人設立の特徴
管理財団設立の特徴は、次の２点、すなわち、施設整備は柏崎市が行い、管理運営
財団として別法人を設立することにより、柏崎市の財源を有効活用でいること、また
財団法人は公益法人であるので非課税であり、廉価な入場料で多くの利用者に供するこ
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とが可能である点があげられる。
　法人設立の目的
法人の設立は、①昭和初期の様変わりする庶民の日用雑器・民芸品などを、多くの
人々に見てもらうこと、また②数多くの民芸品を、利用・活用・保存することを目的と
している。
　財団の概要
財団法人の基本財産は１億２３万３，５００円である。内訳は、①預金３，５００万円、②展示
物６，５２３万３，５００円、役員は理事長松田秀明、理事７名、監事２名、職員は館長松田
秀明、正職員２名である。
　財団の目的
藍染めの木綿・陶磁器・民芸品等の収集・保存および公開展示をするとともに、これ
らに関する資料の研究・調査を行い、民芸知識の普及を図り文化の向上発展に寄与する
ことを目的にしている。
　財団の事業概要
財団の主たる事業は、民芸品の展示、小物の販売、企画展（展示・販売）、財
団の機能、①藍染め民芸品の保管・展示・収集、②藍染め民芸品、その他資料に関する
専門的・技術的な研究調査。③藍染め民芸品に関する講演会・研究会等の計画並びに援
助、④藍染め民芸品に関する案内所・目録・図録等、各種資料の作成刊行、⑤その他目
的を達成するための必要な事業である。
　経営・運営概要
施設の開業以来、多くの観光来場者が訪問している。一ヶ月数千人に達した時期もあ
るが、近年は、開業効果も薄れ、利用者数は減少傾向にある。
　地域への事業の波及効果
コレクション展示館の整備のプラス面としては、次の諸点があげられる。
市内のホテル・旅館などの各宿泊施設には、パンフレット・資料を配布するなど、地
域観光の連携化・ネットワーク化・周遊観光化などの面で大きな貢献を果たしている。
また県外の旅行会社やホテル・旅館などの宿泊施設に対してもパンフレットを送るなど、
積極的に集客の協力依頼をしている。
さらに、木綿展示会や“藍のルーツをたずねて”という催し物を開催するなど、展示
企画を積極的に行ない、多くの利用者に親しまれている。
　自治体との関わり
柏崎市が土地取得および施設整備をした経緯から、基本的な施設の整備・修理・補修
などの諸費用は、全て柏崎市の予算で負担することになっている。
企業との関わり
現在のところ一般企業との関わりは、特にない。
　問題点と課題
施設のマイナス面として、次の諸点があげられる。
新潟県柏崎市の海岸近くに立地している地域性の観点からは、風雨や降雪が激しいの
で、冬場の設備対策（風と雪の対策）など、冬季期間に来所する観光利用者などに対す
る対策が必要である。
また、コレクションビレッジの３館の協力体制や隣接する他のコレクション展示館な
どとの連携が、必ずしも十分ではないことなどがあげられる。
今後の課題としては、多くの人々に利用・鑑賞してもらうために企画展（展示・販売）
を開くなど、積極的に企画展を開催すること、また民芸品を展示するだけでなく、利用
者に実際に体験してもらう体験教室などの開催なども望まれている。
コレクション施設周辺には、シーポートホテルやフィッシャーマンズケープなど飲食
店や海産物等の土産物店などが集中立地し、観光施設拠点として多くの観光利用者の集
客がみられるが、コレクション施設館内には飲食スペースはほとんどない。土産物販売
スペースや休憩スペース等も極めて手狭で、展示内容の物足りなさなどとも相俟って、
利用者の滞留時間は少ないのが現状である。
一方、交通面では柏崎駅から電車・バスなどの交通の利便性の確保対策が必要である。
　今後の展望
財団法人同一庵藍民芸館は、市内・市外のホテル・旅館などの宿泊施設などの観光関
連事業者のみならず、一般市民にもよく知られ知名度がある点は評価される。開設以来、
利用状況は順調に推移し、宿泊施設などの関係事業者へパンフレットや資料を配布する
など、それぞれ相乗効果がもたらされ、地域観光の振興に大きく貢献してきた。
また、各種の催し物焼き各店８展示販売）などの企画を通じて多くの利用者に親しま
れていることなども確認されたが、今後の展開方向としては体験教室などの開催など、
利用者に実際に体験してもらう企画などが予定されているようであるが、利用者ニーズ
に併せた施設の運営が必要である。
一方、近年は、開業当初に比べ、休祭日は観光客等の利用者があるが、平日の利用者
は少ないので、利用者の増加に結びつく対策が必要である。一例としては、平日割引等
の実施、現在の３館共通の「３館割引セット券」（１３００円）の価格改定、見直しなど、
種々の観点より、利用者が増加する対策を早急に再構築する必要がある。
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他方、交通の利便性確保方法の一例としては、休日や祭日等や観光季節などにフィッ
シャーマンズケープなど、いくつかの観光拠点などを周遊運行するシャトルバス等の運
行の検討など、関係間の協力体制を深め交通の利便性を高める必要がある。
今後とも、柏崎コレクションビレッジが、地域の観光名所として存在感を示すことが
できるような先進的な対応や取組を行なうことを期待するものである。
（注）
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していた
だいた資料・データをもとに執筆している。
　新潟県能生町㈱能生町観光物産センターの事例については、出井信夫編著『公私
協力方式と第３セクター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の２部
１章「地域振興・地域活性化を推進する典型的な第３セクター」（１２２-１３０頁）を踏
まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文
である。
　新潟県巻町㈱福井開発の事例については、出井信夫編著『公私協力方式と第３セ
クター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の第２部２章「観光レク
リェーション施設を管理運営する第３セクター」（１８２-１９１頁）の論文を踏まえ、「本
学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県岩室観光開発㈱の事例については、出井信夫編著『公私協力方式と第３セ
クター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の第２部２章「観光レク
リェーション施設を管理運営する第３セクター」（１７３-１８１頁）の論文を踏まえ、「本
学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県柏崎市の３つの施設管理財団＝痴娯の家・黒船館・藍民芸館の事例
については、出井信夫編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』（１９９６
年５月、地域計画研究所）の第２部６章「柏崎市コレクションロード」（２０８-２４６頁）
の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加
筆した論文である。

